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職ゼロ時代，良質の雇用 81 万件創出と実労働時間短縮，最低賃金 1 万ウォン」政策は高く評価さ
れた。
　朴槿恵政権の時も，労働市場の二重構造を労働改革の議題とすることはあった。朴槿恵政権は労


























る日程］を兼ねた行事として，2017 年 5 月 12 日，インチョン国際空港公社を訪問し，公共部門非
正規職ゼロ時代を宣言した。文在寅政権は公共部門での非正規職の正規職転換のための政策ガイド





















門実態調査対象機関（852 ヶ所）を対象に正規職転換ガイドラインに沿って 2017 年に推進された。
第 2 段階の転換は，自治団体の出捐・出資機関，公共機関および地方公企業の子会社などで 2018





　雇用労働部が実施した非正規職特別実態調査結果によれば，2017 年 6 月現在，公共部門総人員
は 217 万人であり，このうち非正規職は全体の 19.2％である 41 万 6000 人で，期間制の有期雇用労
働者が 24 万 6000 人，派遣・委託労働者が 17 万人であった。公共機関・教育機関に従事する労働
者が全非正規職の 67％を占めた。公共部門に従事する全非正規職 41 万 6000 人中，常時・持続業
務に従事する非正規職労働者は 31 万 6000 人余りであった。「常時・持続，生命・安全業務」に従
事する非正規職に対する使用理由を制限し，彼らを正規職に転換する政策は，歴代の政権では一度
も試みられたことがなかった。このような業務に従事する 31 万 6000 人余りのうち，正規職転換対
象者は期間制有期雇用労働者 7 万 2000 人余りと派遣・委託 10 万 3000 人余りなど 17 万 5000 人余
りであると暫定集計された（関係部署合同，2017 年 7 月 20 日）。政府は 2019 年 6 月末を基準に，
公共部門正規職転換対象のうち 90.1％である 18 万 5000 人の正規職転換を決定した。このうち
84.9％である 15 万 7000 人が実際に正規職へと転換された。政府の正規職転換方針は，その規模や
計画・準備・推進状況を見れば，成功だったと言える（チャン・ホングン 2020）。


































































































　文在寅政権の他の核心的大統領選挙公約の一つは，2020 年までに最低賃金の 1 万ウォン台への
引上げだった。文在寅政権の初年度 16.4％の果敢な引上げは，1 時間あたり最低賃金 1 万ウォン選
挙公約を実際に履行するかのような期待感を呼び起こした。このような最低賃金引上げは歴代政府
では最も大きい引上げ幅で，文在寅政権の国内消費活性化と内需振興を通じた所得主導成長戦略と
















































されたのである（チョン・イファン 2019）。労働時間短縮改正案は，土・日を含む週 7 日間を労働
日と規定し，週の労働時間を 52 時間に限定し，300 人以上事業場の場合 2018 年 7 月 1 日から施行
し，企業規模別に段階的に適用するというものである。雇用労働部の誤った行政解釈が招いた「週
68 時間勤務」時代が幕を下ろすことになった＊。法定労働時間の例外適用が許される特例業種も






































対策」を 2017 年 12 月 27 日に発表した（関係部署合同，2017 年 12 月 27 日）。この対策は，現政
府の女性雇用労働政策ロードマップとして，2018 ～ 2022 年の「第 6 次男女雇用平等および仕事・
家庭の両立基本計画」の性格を帯びていた。男女雇用平等と仕事と家庭の両立に関する法律（第 6
条の 2）に基づき，5 年ごとに「男女雇用平等と仕事と家庭の両立基本計画」を立てることになっ










1-2．労働委員会に性差別権利救済手続きを新設 雇用労働部 2019 年（2018 年（上），法改正）
1-3．職場内セクハラの予防および監督を強化［1-3-1～6］
1-4．専門担当の労働監督官・雇用平等相談室等，インフラを拡充［1-4-1～2］




2-3．雇用影響評価に性別評価を反映 雇用労働部 2018 年
2．キャリア中断の予防
出産・育児の死角地帯を解消










3-1．勤務革新 10 大提案のアピール等，国民キャンペーン 雇用労働部 年中
3-2．地域単位で，ワーク＆ライフバランスの雰囲気づくり 雇用労働部 2017 年（下）～
3-3．中小企業中心に「家族フレンドリー認証（家族に優しい優秀企業認証）」を











2-2．女性科学技術者のキャリア復帰支援を強化 科学技術情報通信部 2018 年～
2-3．女性の起業支援を推進
2-3-1．女性企業総合支援センターの拡張および追加開所 中小ベンチャー企業部 2017 年 12 月～
2-3-2．女性企業と雇用のためのプラットホーム（オンラインシステム）を構築 中小ベンチャー企業部 2017 年 12 月～
2-3-3．「セイルセンター（女性の仕事応援センター）」起業専門担当人員を
新規配置 女性家族部 ～ 2017 年 12 月
2-4．女性の起業および社会的企業家を養成［2-4-1～5］
2-5．時間選択制の雇用拡大および柔軟勤務を活性化［2-5-1～4］

















　③男性の育児参加を奨励するための制度改善を推進する。現在 5 日間限度（3 日間有給）の配偶
者出産休暇を，年間有給 10 日間に拡大し，2 回目の育児休職者（90％が男性）に対するインセン
ティブを強化して，育児休職給付の引上げを推進する。
　④育児期労働時間短縮制度を活性化し，このための代替人員支援を強化する。現在は，育児休職





















（保育所）活性化方案」（2013 年 6 月），「働く女性の生涯周期別キャリア継続支援方案」（2014 年 2
月 4 日），「女性雇用（後続・補完）対策＊―働く両親のための仕事・家庭両立支援」（2014 年 9













































































































関係部署合同（2017 年 7 月 20 日）「公共部門非正規職労働者の正規職転換ガイドライン」
関係部署合同（2017 年 12 月 27 日）「現場の声を取り入れた女性就業対策」
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